
大きな安心大きな安心大きな安心

加入の
ご案内

中小企業者のみなさまのための

●滋賀県中小企業団体中央会の会員である組合等に所属する
　事業所の代表者・役員・専従家族で、70歳未満の方に限ります。

傷害共済傷害共済

加入して
不時の傷害に備えましょう
加入して
不時の傷害に備えましょう

小さな掛金で小さな掛金で

約23円●１日あたり
〈おひとり〉

会費は年額8,400円

大工・左官・鈑金・瓦工・塗装・鳶・電気工事（高圧線工）・木材伐採・石材採掘・火薬製造および取扱の業種については年額12,000円

●補償の特色は……

●補償の内容は……

会費が割安です。 共済会は利益を目的としていないので、ほかの機関が取扱
う保険料と比較しても割安になっています。

初日分から補償されます。 通院、入院とも初日から補償の対象となります。

補償期間が1ヶ年です。 おケガをされてから1ヶ年ですから、じゅうぶん治療ができ
ます。（但し、補償免責、一部免責の場合あり）

私傷についても補償します。 労災保険では「業務上」の災害に限られ、いわゆる私傷には
適用されませんが、本会は業務外の私傷も含みますから、い
そがしい経営者の皆さんの実態に適合して有利です。

共済会は他の補償と
重複しても支払います。

労災保険では同一事由によって他の第3者から補償を受け
た時は、その金額を差し引かれますが、本会は他の受給の如
何にかかわらず独自にお支払いいたします。

ケガで死亡したとき…… 200万円

ケガで通院したとき…… 1日/2,000円

ケガで医師の往診を受けたとき……
1回/3,000円

ケガで入院したとき…… 1日/5,000円
〈但し１０１日目以降は１日/２,０００円〉

ケガで後遺症が残ったとき……
〈１級～１４級〉 268万円～10万円

この制度の目的は
　中小企業経営者のためにつくられたもので、会員の
相互扶助の精神に基づき、お互いに不慮の傷害を共済
し、経営の安定と、経済活動の促進をはかろうとするも
のです。

滋賀県中小企業傷害共済会
〒520－0806  大津市打出浜2番１号

コラボしが21  5Ｆ（滋賀県中小企業団体中央会内）

TEL.077-511-1430　FAX.077-502-0111
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Answer

Question

教えて &Q A
組合税務相談室

税理士 山本 善通 氏

　当組合は、共同購買事業を主事業として活動を行っています。このたび、組合とし
て指定寄附金に該当する寄附を行う予定です。この場合において、一般の寄附金や
個人事業者との比較についても、その概要を教えて下さい。

寄附金

【概要】
　国や地方公共団体への寄附金と指定寄附金はその全額が損金になり、それ以外の寄附金は一定の限度額
までが損金に算入できます。
　法人が支出した寄附金については、一定の範囲内で損金に算入されます。

〈１　国等に対する寄附金及び指定寄附金〉
　国や地方公共団体に対する寄附金及び指定寄附金は、その支払った全額が損金に算入されます。指定寄
附金とは、広く一般に募集される寄附金であり、教育又は科学の振興、文化の向上等に寄与するための支
出で緊急を要するものに充てられることが確実であるとして、財務大臣が指定するもの（法法37③二）をい
います。

〈２　特定公益増進法人等に対する寄附金〉
　特定公益増進法人に対する寄附金、特定公益信託の信託財産とするために支出した金銭及び認定ＮＰＯ
法人等に対する寄附金のうち一定の要件を満たすものは、その合計額と次の特別損金算入限度額とのいずれ
か少ない金額が損金に算入されます。

［資本金等の額 × 当期の月数
12 × 3.75

1,000 ＋ 所得の金額 × 6.25
100 ］× 1

2 ＝［特別損金算入限度額］

〈３　上記以外の寄附金（一般の寄附金）〉
　上記１及び２に該当しない寄附金（一般の寄附金）は、下記の損金算入限度額までが損金に算入されます。

［資本金等の額 × 当期の月数
12 × 2.5

1,000 ＋ 所得の金額 × 2.5
100 ］× 1

4 ＝［損金算入限度額］

《計算例》資本金等の額1,000万円 、所得の金額1,500万円 、１年決算法人の場合の損金算入限度額

［1,000万円 × 12
12 × 2.5

1,000 ＋ 1,500万円 × 2.5
100 ］× 1

4 ＝［10万円 ］

〈損金算入するための手続〉
　上記１及び２の寄附金を損金に算入するには、確定申告書にその金額を記載し、寄附金の明細書など所
定の書類を添付するとともに、所定の書類を保存している必要があります。
　所得税と法人税の寄附金税制を比較しますと下記の通りです（主なもの）

区　分 所　得　税 法　人　税
国又は地方公共団体に対する寄附金 特定寄附金として、一定の金額を所

得控除

〔公益社団法人等、認定ＮＰＯ法人
等又は政党等に対する寄附金で一定
のものについては、税額控除を選ぶ
ことができます。〕

支出額の全額を損金算入指定寄附金
特定公益増進法人に対する寄附金 一般の寄附金とは別枠で寄附金の額

の合計額と特別損金算入限度額との
いずれか少ない金額の範囲内で損金
算入

特定公益信託の信託財産とするため
に支出した金銭
認定ＮＰＯ法人等に対する寄附金
一般の寄附金（上記以外） 所得控除されない 損金算入限度額の範囲内で損金算入

（国税庁資料より抜粋）
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